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○岩内町企業立地促進条例 

平成２年12月21日条例第13号 

改正 

平成９年３月24日条例第６号 

平成19年３月16日条例第１号 

令和４年３月18日条例第８号 

岩内町企業立地促進条例 

（目的） 

第１条 この条例は、岩内町における企業の立地を促進するため、町内に工場等を新設又は増設す

る者に対し、町が必要な助成の措置を行い、もつて本町経済の発展を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 工場等 次に掲げる施設で、規則で定めるものをいう。 

ア 製造関連施設 

イ 物流関連施設 

ウ 学術・開発研究関連施設 

エ 情報サービス関連施設 

オ 観光関連施設 

カ 水産関連施設 

(２) 新設 町内に工場等を有しない者が、工場等を新たに町内に設置することをいう。 

(３) 増設 町内に工場等を有している者が、工場等を新たに町内に設置し、又は拡充すること

をいう。 

(４) 投資額 所得税法施行令（昭和40年政令第96号）第６条第１号から第７号までに掲げる資

産のうち、工場等の取得価額をいう。 

（助成の措置の対象等） 

第３条 この条例による助成の措置は、町内に立地する工場等のうちその立地が本町における工業

の振興及び経済の発展に寄与し、かつ、次の各号に掲げる要件を備えているものを新設又は増設

する者であつて町長が指定したものに対して行う。 

(１) 新設又は増設のための投資額が2,000万円以上のもの 
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(２) 環境基本法（平成５年法律第91号）第２条第３項に定める公害を防止するための適切な措

置が講じられているもの 

２ 前項の規定による指定を受けようとする者は、規則で定めるところにより町長に申請しなけれ

ばならない。 

（課税の免除） 

第４条 町長は、前条第１項の規定により町長の指定を受けた者（以下「指定事業者」という。）

が、家屋及び償却資産並びに当該家屋の敷地である土地を当該事業の用に供した場合においては、

岩内町税条例（昭和35年岩内町条例第８号）の規定にかかわらず、そのものに対して課する固定

資産税を免除する。ただし、土地に係る固定資産税については、その取得の日の翌日から起算し

て、１年以内に当該家屋の建設の着手があつた場合に限る。 

２ 前項の規定による措置は、最初に到来する固定資産税の賦課期日の属する年度以降３年の間に

課するべきものに限る。 

３ 第１項の規定による措置を受けようとする者は、規則で定めるところにより町長に申請しなけ

ればならない。 

（工場等立地費補助金） 

第５条 町長は、指定事業者のうち次の各号に掲げる要件を備えている工場等を新設又は増設する

者に対し、工場等立地費補助金を交付することができる。 

(１) 投資額が5,000万円以上のもの 

(２) 新設又は増設に伴い増加する雇用者（１年を超えて常時雇用される者。以下同じ。）の数

が10人以上のもの 

(３) 用地の取得がなされているもの又は用地の取得が確約されているもの 

２ 工場等立地費補助金の額は、当該工場等に係る投資額の100分の10に相当する額（その額が2,000

万円を超えるときは、2,000万円）及び増加する雇用者の数に12万円を乗じて得た額（その額が

2,000万円を超えるときは、2,000万円）の合計額とする。 

３ 第１項の規定による補助金を受けようとする者は、規則で定めるところにより町長に申請しな

ければならない。 

４ 第１項の規定による補助金は、工場等の操業を開始した日から１年を経過した日の属する年度

又はその翌年度において、投資額及び新設又は増設に伴い増加した雇用者の数を確認の上、交付

するものとする。 

（適用除外） 
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第６条 第４条の規定は、岩内町中小企業振興条例（昭和53年岩内町条例第２号）第４条又は他の

制度に基づく課税の免除を受けたものについては適用しない。 

２ 前条の規定は、岩内町中小企業振興条例第３条に基づく高度化事業に対する助成を受けたもの

については適用しない。 

（環境緑化整備事業費補助金） 

第７条 町長は、指定事業者のうち岩内港工業団地内に立地する工場等において環境緑化整備事業

（当該事業に係る事業費の額が200万円以上のものに限る。）を行う者に対し、当該事業に係る事

業費の100分の50に相当する額（その額が500万円を超えるときは、500万円）を交付することがで

きる。ただし、当該事業は、第３条第１項の規定に基づく指定を受けた日から起算して３年以内

に行うものに限る。 

２ 前項の規定による補助金を受けようとする者は、規則で定めるところにより町長に申請しなけ

ればならない。 

３ 第１項の規定による補助金は、当該事業を完了した日から１年を経過した日の属する年度又は

その翌年度において交付するものとする。 

（助成の措置の承継） 

第８条 第４条、第５条及び第７条の規定により助成の措置を行うまでの間に、指定事業者に係る

工場等に相続（法人にあつては合併）又は事業の譲渡により承継があつたときは、当該承継人に

対しその助成の措置を行うものとする。 

２ 前項の承継人は、規則で定めるところにより町長にその旨を届け出なければならない。 

（指定及び助成の措置の取消し等） 

第９条 町長は、指定事業者（前条第１項の承継人を含む。）又は第４条、第５条及び第７条の規

定による助成の措置の決定を受けた者が、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、当該

指定若しくは助成の措置を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ず

ることができる。 

(１) 第３条、第５条及び第７条に規定する要件を欠くに至つたとき。 

(２) 偽りその他不正な手段により補助金の交付等を受け、又は受けようとしたとき。 

(３) 助成の措置の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(４) その他町長が、この条例の趣旨に反するものと認めたとき。 

（委任） 

第10条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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附 則（抄） 

（施行期日等） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例の施行日において、現に工場等を新設又は増設している者で、条例第３条第１項の要

件を備えているものは、助成の措置の対象とすることができる。 

（岩内町中小企業振興条例の一部改正） 

第２条 岩内町中小企業振興条例の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成９年条例第６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成19年条例第１号） 

この条例は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（令和４年３月18日条例第８号） 

この条例は、令和４年４月１日から施行し、改正後の岩内町企業立地促進条例の規定は、令和４

年４月１日以後に申請した者について適用し、同日前に申請した者については、なお従前の例によ

る。 


